
平成 28 年度外国人受入体制強化事業 

 Be.Okinawa Free Wi-Fi 大型広告活用業務 

委託業務仕様書 

 

1．事業名 

平成 28 年度外国人観光客受入体制強化事業 Be.Okinawa Free Wi-Fi 大型広告活用業務 

 

2．事業目的 

  沖縄県が推奨する Be.Okinawa Free Wi-Fi サービス事業において、外国人観光客にとって満足   

 度の高い受入環境を整備し、インターネット環境における利便性や安全性の向上を図っている。 

 それに伴い、県内事業者及び来県した外国人観光客に向けた本 Free Wi-Fi サービスの周知・活     

 用を促進するため広告物の作製、設置することを目的とする。 

 

3．委託期間 

契約締結の日から平成 29 年 3 月 31 日(金)まで 

 

4．広告物制作及び掲出委託内容 

（1）掲出期間：平成 28年 11 月 21 日(月)～平成 29 年 3月 31 日(金)まで 

 (2)広告場所及び仕様 

  ①那覇空港（国際線）※広告場所別添 1参照 

   ※制作に関する内容について契約後は、委託業者が株式会社東急エージェンシーと調整   

     を行うものとする。 

   ・1F デジタルサイネージ  

      サ イ ズ：約 H1736×W3072  

    枠 数：広告枠 7枠のうち 1枠（15 秒） 

       仕 様： 静止画 2種類制作 

   ・3F 到着通路  

    サ イ ズ：見え寸 H1400×W3500  外寸 H1500×W3600 

       仕 様：パネル看板用インクジェット再剥離シート出力 

  ②那覇空港（国内線）※広告場所別添 1参照 

    ・1F 到着ロビー柱電照看板 132 ①､②（2面） 

    サイズ：見え寸 H1250×W900  外寸 H1400×W1050 

    仕 様：コルトン（ラミネート加工）2面分 

   ・2F 北ゲートラウンジ（トイレ入口上部）電照看板 L-18   

    サ イ ズ：見え寸 H1150×W2850  外寸 H1350×W3050 

    仕 様：FF ルキオ 

  

 



   ③沖縄都市モノレール ※広告場所別添 1参照 

      ※制作に関する内容について契約後は、委託業者が沖縄都市モノレール株式会社と調整を 

      行うものとする。 

   ・空港連絡通路 横断幕  

    サ イ ズ：H900×W3700 

    媒体枠数：1枠片面 

    仕 様：ターポリン 

   ・おもろまち駅 ホーム階段見付け A・B  

    サ イ ズ：H1675×W1000 

    仕 様：電照用フィルム 

   ・旭橋駅 ホーム階段見付け B  

    サ イ ズ：H1675×W1000 

    仕 様：電照用フィルム 

（3）掲示物の制作 

   ・①～③までの制作物の基本となるデータ一式(AI･JPG)は OCVB より提供する。 

    それらをもとにデザイン及び掲示物を制作すること。(別添 2参照) 

   ・SSID、ステッカー、Be.Okinawa 男性ポスター、沖縄県ロゴ、OCVB ロゴを活用 

    し、目に付きインパクトのあるデザインとする。 

   ・色校一式、鳩目加工、デザインなど、業務遂行において必要な工程 

       

5．成果物等一覧 

 ・委託事業者が提出すべき成果物等は表 1のとおりとする。 

  ※表 1 成果物等一覧 

素材データ 

（CD-ROM） 
2 枚 

本業務において空港、モノレール広告媒体で

作製した入稿用データ（イラストレータデー

タ等加工可能なデータ及びPDFデータ）、写真、

図版素材の電子データ（非圧縮） 

 

6．報告書及び証票類の提出 

  提出期限：平成 29年 3 月 6日(月)  

  業務終了後、速やかに報告書、費用内訳及びその支払を証明する証憑書類（見積書、納品書、      

   請求書、領収書、根拠資料等）を提出すること。 

 

7．瑕疵担保責任 

OCVB への引き渡し日から起算して 1年の間、成果物に瑕疵があるときは、受託事業者は無償で

当該成果品の修補を行うこと。 

 



8．著作権・特許等 

（1）受託事業者は、本業務で作成された成果物に関し、すべての著作権（財産権）を、OCVB に

無償で譲渡するものとする。ただし、委託前から受託事業者の構成者が権利を有する著作物

及び第三者が権利を有する著作物を利用する場合は事前に OCVB の承諾を得るものとする。 

（2）受託事業者は、OCVB の同意を得なければ、著作権法第 18 条及び第 20 条に規定されて 

いる権利を行使することができない。 

（3）本業務の成果物に係る著作権、特許権その他の知的財産権に関する一切の紛争については、

訴訟費用を含めすべて受託事業者において責任を負うものとする。 

（4）著作権法上、上記条件を満たさないデータの使用は禁ずる。 

  

9．問い合わせ先 

 一般財団法人 沖縄観光コンベンションビューロー 

 〒901-0152 沖縄県那覇市字小禄 1831-1 沖縄産業支援センター2F 

 国内事業部 受入推進課  担当：石垣・辻 

 E メール/ inbound@ocvb.or.jp 


